
（別添５） 

 

佐賀県主任介護支援専門員研修実施要綱 

 

１．目的 

介護保険サービスや他の保健・医療・福祉サービスを提供する者との連絡調整、他の介護支援専門

員に対する助言・指導などケアマネジメントが適切かつ円滑に提供されるために必要な業務に関する

知識及び技術を修得するとともに、地域包括ケアシステムの構築に向けた地域づくりを実践できる主

任介護支援専門員の養成を図ることを目的とする。 

 

２．対象者 

介護支援専門員の業務に関し十分な知識と経験を有する介護支援専門員とする。 

具体的には、主任介護支援専門員としての役割を果たすことができる者を養成する観点から、以下

の①から④のいずれかに該当し、かつ、(別添２)「介護支援専門員専門研修実施要綱」に基づく専門

研修課程Ⅰ及び専門研修課程Ⅱ又は（別添４）「介護支援専門員更新研修実施要綱」の３の（３）に基

づく実務経験者に対する介護支援専門員更新研修を修了した者とする。 

 

① 専任の介護支援専門員として従事した期間が通算して５年（６０ヶ月）以上である者（ただし、

管理者との兼務は期間として算定できるものとする。） 

② 「ケアマネジメントリーダー活動等支援事業の実施及び推進について」(平成１４年４月２４日

老発第０４２４００３号厚生労働省老健局長通知）に基づくケアマネジメントリーダー養成研修を

修了した者又は日本ケアマネジメント学会が認定する認定ケアマネジャーであって、専任の介護支

援専門員として従事した期間が通算して３年（３６ヶ月）以上である者（ただし、管理者との兼務

は期間として算定できるものとする。） 

③ 施行規則第１４０条の６６第１号イの（３）に規定する主任介護支援専門員に準ずる者として、

現に地域包括支援センターに配置されている者 

④ その他、介護支援専門員の業務に関し十分な知識と経験を有する者であり、都道府県が適当と認

める者 

 

３．実施方法等 

（１）実施に当たっての基本的な考え方 

主任介護支援専門員研修は、他の介護支援専門員に適切な指導・助言、さらに事業所における人材

育成及び業務管理を行うことができ、また、地域包括ケアシステムを構築していくために必要な情報

の収集・発信、事業所・職種間の調整を行うことにより地域課題を把握し、地域に必要な社会資源の

開発やネットワークの構築など、個別支援を通じた地域づくりを行うことができる者を養成するため

の研修であることから、適切なケアマネジメントを実践できていることを前提とし、介護支援専門員

が実際に直面している問題や地域包括ケアシステムを構築していく上での課題を把握することによ

り、本研修の修了者が、主任介護支援専門員として役割を果たすことができるよう、効果的な研修内

容とすることとする。 

 

（２）研修内容 

主任介護支援専門員研修で行うべき科目については、「介護保険法施行令第３７条の１５第２項に



規定する厚生労働大臣が定める基準」（平成１８年厚生労働省告示第２６５号）に規定されていると

ころであるが、その科目、目的、内容及び時間数については主任介護支援専門員研修実施要綱（平成

26 年 7 月 4 日老発 0704 号厚生労働省老健局長通知）で定めるとおりとし、合計７０時間以上とする。 

 

４．実施上の留意点等 

（１）「適切なケアマネジメント手法」に関する科目ついて「適切なケアマネジメント手法」とは、ニッ

ポン一億総活躍プラン（平成 28 年６月２日閣議決定）を踏まえ厚生労働省の調査研究事業において、

要介護高齢者本人と家族の生活の継続を支えるために、各職域で培われた知見に基づいて想定される

支援を体系化し、その必要性や具体化を検討するためのアセスメント・モニタリングの項目を整理し

たものである。本人が有する疾患に関係なく高齢者の機能と生理を踏まえた想定される支援内容を整

理した「基本ケア」及び疾患に特有な検討の視点又は可能性が想定される支援内容を整理した「疾患

別ケア」により構成される。内容欄に「適切なケアマネジメント手法」の記載のある科目については、

当該調査研究事業の成果物等を活用すること。 

 

（２）講師 

講師については、原則アからエまでのとおりとする。 

ア 「主任介護支援専門員の役割と視点」、「人材育成及び業務管理」、「運営管理におけるリスクマネ

ジメント」、「地域援助技術（コミュニティソーシャルワーク）」、「対人援助者監督指導（スーパー

ビジョン）」及び「個別事例を通じた介護支援専門員に対する指導・支援の展開」の講師について

は、相当の実務経験のある主任介護支援専門員、大学教員又は法人内における研修の責任者として

指導に従事している者を充てること。 

イ 「ケアマネジメントの実践における倫理的な課題に対する支援」の講師については、相当の実務

経験のある現任の主任介護支援専門員を充てること。 

ウ 「終末期ケア（EOL（エンドオブライフ）ケア）を含めた生活の継続を支える基本的なケアマネ

ジメント及び疾患別ケアマネジメントの理解」の講師については、適切なケアマネジメント手法に

ついて相当の知見を有する者、終末期ケアに関し知見のある医療関係者又は病院等において医療

連携業務に従事している者を充てること。 

エ 「地域における生活の継続を支えるための医療との連携及び多職種協働の実現」の講師について

は、在宅介護に知見のある医療関係者又は病院等において医療連携業務に従事している者を充て

ること。 

 

（３）修了評価 

研修の実施に当たっては、各科目における到達目標を達成しているかについて修了評価を実施する

こととする。 

 

（４）その他留意点 

ア 当該研修の研修受講地については、原則として介護支援専門員としての登録を行っている都道府

県とする。なお、受講者がやむを得ない事情により、主任介護支援専門員研修の一部又は全部を受

講できなかった場合には、別途実施する主任介護支援専門員研修の際に当該未受講の科目を受講す

ることとして差し支えない。この場合、当該受講者から登録地の都道府県に申し出ることにより、

他の都道府県で受講することを認めるなど、都道府県間で連携の上、受講者の便宜を図る。 

イ 研修受講者に対しては、研修申込の際に「実務経験証明書」の提出を求める方法等により、２①



及び②の「専任の介護支援専門員として従事した期間」を確認することとする。 

ウ 常勤以外の職員の２①及び②の「専任の介護支援専門員として従事した期間」は、常勤換算方法

に基づき算定するものとする。 

エ 各年度ごとに設定する定員数を超える研修申込があった場合には、選考により受講者を決定する

ものとする。 


